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貸借対照表 

（2025 年 12月 31日現在） 

 

 
 

  

（単位：百万円）
科　　目  金　　額 科　　目 金　　額

(資　産　の　部) (負　債　の　部)

流　動　資　産     265,550 流  動  負  債 167,128

現金及び預金 64,736 買掛金 45,330

受取手形 20 1年内返済予定の長期借入金 4,000

売掛金 93,756 リース債務　流動 652

商品及び製品 56,079 未払金 88,275

原材料及び貯蔵品 14,104 未払費用 3,347

前払費用 7,624 預り金 5,594

未収入金 28,158 賞与引当金 8,902

貸倒引当金　流動 △ 193 役員賞与引当金 15

未収消費税等 10 関係会社短期借入金 7,051

関係会社短期貸付金 200 未払法人税等 758

その他　流動資産 1,055 業績連動報酬引当金 145

その他 3,058

固　定　資　産 313,238

有形固定資産 240,565 固　定　負　債 16,684

建物 55,438 リース債務　固定 1,698

構築物 3,947 資産除去債務　固定 906

機械及び装置 66,210 退職給付引当金 12,674

車両及び運搬具 54 業績連動報酬引当金 194

販売機器 45,624 その他　固定負債 1,211

工具、器具及び備品 4,246

土地 61,476

リース資産（純額） 2,315

建設仮勘定 1,255

負　債　合　計 183,811

無形固定資産 13,038 （純資産の部）

借地権 3 株　主　資　本 392,928

ソフトウエア 12,958 資本金 100

その他　無形資産 78 資本剰余金 392,828

資本準備金 25

投資その他の資産 59,635 その他資本剰余金 392,803

投資有価証券 4,256 利益剰余金 0

関係会社株式 19,824 その他利益剰余金 0

長期貸付金 6 別途積立金 200

長期前払費用 4,044 繰越利益剰余金 △ 200

繰延税金資産 27,959

その他 4,337 評価・換算差額等 2,049

貸倒引当金　固定 △ 805 その他有価証券評価差額金 1,542

デリバティブ資産 16 繰延ヘッジ損益 507

純資産合計 394,977

資産合計 578,789 負債及び純資産合計 578,789

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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損益計算書 

（2025 年１月１日から 

2025年 12月 31日まで） 

 
  

（単位：百万円）
科　　　　　　　　　　目

売上高 847,113

売上原価 485,374

売上総利益 361,738

販売費及び一般管理費 347,253

営業利益 14,485

営業外収益

受取利息・受取配当金 2,954

固定資産売却益                 3

受取賃貸料               155

有価物売却益               344

その他 221             3,678

営業外費用

支払利息               107

固定資産除売却損             1,832

その他               441             2,379

経常利益 15,784

特別利益

投資有価証券売却益             3,696

固定資産売却益               391

その他 24 4,111

特別損失

固定資産除売却損               410

減損損失            48,772

その他               258 49,440

税引前当期純損失 △ 29,545

法人税、住民税及び事業税 1,668

法人税等調整額 △ 5,888 △ 4,221

当期純損失 △ 25,325

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

金　　　　　　　　　　額
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株主資本等変動計算書 

（2025 年１月１日から 

2025年 12月 31日まで） 

 
  

(単位：百万円）

別途 繰越利益

積立金 剰余金

2025年1月1日残高 100 25 393,000 200 34,133 427,457

事業年度中の変動額

当期純損失 － － － － △ 25,325 △ 25,325

剰余金の配当 － － － － △ 9,008 △ 9,008

事業分割による減少 － － △ 196 － － △ 196

株主資本以外の項目の事業年度
中の当期変動額(純額)

－ － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △ 196 － △ 34,333 △ 34,529

2025年12月31日残高 100 25 392,803 200 △ 200 392,928

2025年1月1日残高 2,089 △ 65 2,024 429,481

事業年度中の変動額

当期純損失 － － － △ 25,325

剰余金の配当 － － － △ 9,008

事業分割による減少 － － － △ 196

株主資本以外の項目の事業年度
中の当期変動額(純額)

△ 547 572 25 25

事業年度中の変動額合計 △ 547 572 25 △ 34,504

2025年12月31日残高 1,542 507 2,049 394,977

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計
 その他有価証
券評価差額金

 繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

 資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

株主資本
合　　計
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個 別 注 記 表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

   子会社株式 

    および   …移動平均法に基づく原価法 

   関連会社株式  

   その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの…当事業年度末の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 

法により算定） 

市場価格のない株式等…主として移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

商品及び製品…総平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

    原材料…………総平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

貯蔵品…………主として移動平均法に基づく原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産除く）…定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物             ２   ～  50年 

機械及び装置     ２   ～  42年 

販売機器         １  ～ 11年 

（２）無形固定資産（リース資産除く）…定額法 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（10年以内）に基づく定額法 

（３）リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法  
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３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

（３）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。 

（４）業績連動報酬引当金 

執行役員等に対して支給する株式および金銭の給付に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

基づき計上しております。 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により按分した額を翌事業年度から費用処理することとしております。過去勤務費用に

ついては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法にて

按分した額を費用処理することとしております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は、炭酸飲料、コーヒー飲料、茶系飲料、ミネラルウォーター等の飲料の販売を行っております。

これらの製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務

が充足されると判断していることから、主として当該製品の引渡時点で収益を認識しております。 

また、取引価格は契約において顧客と約束した対価から、顧客に支払われるリベート及び販売促進費を

控除した金額で算定しております。 

取引に関する支払条件は、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりませ

ん。 
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５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項  

（１）ヘッジ会計の方法 

海外調達に伴う外貨建て債務の為替変動リスクを管理しヘッジするため、為替予約取引を行っておりま

す。また、異性化液糖、砂糖、アルミ缶、プリフォームおよびペットボトルの仕入価格変動リスクを管理

しヘッジするため、その原料となるコーン、粗糖、アルミニウムおよびペットレジンの商品価格スワップ

取引を行っております。 

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建て金銭

債権債務につきましては、振当処理によっております。 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法（振当処理が適用されるものを除く）を採用しております。 

（３）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 

 

会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）及び「税効

果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日）を当事業年度より適用

しております。これによる計算書類への影響はありません。 

 

 



 7 

会計上の見積りに関する注記 

当社の財務諸表の金額に重要な影響を与える可能性のある主要な会計上の見積り及び仮定を含む項目及びそ

の当事業年度末の残高は以下のとおりです。 

 

（１）固定資産の耐用年数および減損 

有形固定資産および無形固定資産等    265,271百万円 

固定資産は、当該資産の将来の経済的便益が期待される期間である見積耐用年数に基づいて減価償却し

ております。固定資産が将来陳腐化、または他の目的のために再利用される場合、減価償却が増加し、見

積耐用年数が短くなる可能性があります。 

また、減損損失の算出に当たり、当事業年度においては、事業用資産および遊休資産のうち対象拠点の建

物、構築物、土地、車両及び運搬具、販売機器および機械及び装置について、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、事業用資産および遊休資産の回収可能価額は不動産鑑定評価額等に基づいて算定しております。 

 

（２）繰延税金資産の回収可能性 

繰延税金資産              27,959百万円 

繰延税金資産の認識において、当社は事業計画に基づき将来課税所得の発生時期および発生金額を見積

って おります。将来課税所得の見積りは、中期計画を基礎としており、その主要な仮定は、当該期間の

販売計画及びコスト計画であります。 

繰延税金資産の回収可能性の評価においては、予測される繰延税金負債の取り崩し、予測される将来課

税所得及びタックスプランニングを考慮しております。このような仮定は、経営者による最善の見積りお

よび判断に基づいておりますが、将来の計算書類に重要な影響を与える経済状況の変化により、これらの

仮定も影響を受ける可能性があります。 

 

（３）確定給付制度に係る債務の測定 

退職給付引当金             12,674百万円 

当社は、確定給付制度を含む様々な退職給付制度を採用しております。いずれの制度に係る確定給付債

務の現在価値および勤務費用は数理計算上の予測に基づいております。数理計算上の予測は、割引率、昇

給率およびインフレ率などの変動要因に係る見積りおよび判断を必要としております。当社は、これらの

変動要因を含む数理計算上の予測の妥当性に関して、外部の年金数理人の助言を得ております。数理計算

上の予測は経営者による最善の見積りおよび判断に基づいて決定しておりますが、不確実な将来の経済状

況の変化および将来の財務諸表に重要な影響を与える可能性のある関連法規の新設および改訂により影響

を受ける可能性があります。 
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貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 478,719 百万円 

（２）関係会社に対する金銭債権・債務（貸借対照表に区分掲記したものを除く） 

短期金銭債権                     16,169百万円 

短期金銭債務                     25,004百万円 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引 売上高 38,146百万円 

     仕入高 2,204百万円 

     その他の営業取引高 77,810百万円 

営業取引以外の取引高 2,924百万円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 

 当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

発行済株式 

普通株式 

 

126,875,749株 

 

－ 

 

－ 

 

126,875,749株 

合 計 126,875,749株 － － 126,875,749株 

 
２．配当に関する事項 

（１）配当支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 

１株当たり 

配当金 
基準日 効力発生日 

2025 年３月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 9,008,178 千円 71 円 2024 年 12 月 31 日 2025 年３月 27 日 

 
（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
   該当事項はありません。 
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 
未払事業税 52 百万円 

繰越欠損金 13,086 百万円 

賞与引当金 2,590 百万円 

物流輸送費 919 百万円 

減価償却超過額 2,313 百万円 

減損損失 14,304 百万円 

退職給付引当金 4,279 百万円 

土地評価差額 2,769 百万円 

関係会社株式評価損 1,575 百万円 

その他 3,234 百万円 

小計 45,122 百万円 

 評価性引当額 △11,397 百万円 

繰延税金資産合計 33,725 百万円 

 

   繰延税金負債 

有価証券評価替 △206 百万円 

土地評価差額 △4,432 百万円 

その他有価証券評価差額金 △693 百万円 

その他 △435 百万円 

繰延税金負債合計 △5,767 百万円 

 

繰延税金資産の純額 27,959 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 34.6 ％ 

（調整）   

受取配当金等の永久に益金に算入されない項目 3.4 ％ 

交際費等の永久に損益に算入されない項目 △0.3 ％ 

均等割 △0.8 ％ 

評価性引当額の増減 △22.0 ％ 

税率変更による影響額 1.1 ％ 

その他 △1.7 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.3 ％ 

   

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7年法律第 13号）が 2025年 3月 31日に国会で成立

し、2026年 4月 1日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりまし

た。これに伴い、2027年１月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰

延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 30.62％から 31.52％に変更し計算しており

ます。 
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 この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額が 311百万円増加し、法人税等調整額が 338百

万円、その他有価証券評価差額金が 27百万円増加しております。 

 
金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社はキャッシュ・マネジメント・システムにより、設備投資等で資金の充当が必要となる場合には親

会社であるコカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社からの借入により資金を調達

し、資金余剰が生じる場合は、同社に預け金処理しております。 

受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとの期日管理および残高

管理を行い、回収懸念の早期把握や、貸倒れリスクの軽減を図っております。 

投資有価証券は、主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や

発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。 

買掛金および未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

1年内返済予定の長期借入金は、過年度において運転資金および設備投資に必要な資金の調達を目的と

したものであります。 

デリバティブ取引については、「ＣＣＢＪＨグループ市場リスク管理規程」に従っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2025年12月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等は、次表に含まれておりません。（（注）２をご参照ください。） 

 （単位：百万円）   

 貸借対照表 計上額 時価 差額 

（１）受取手形 20 20 － 

（２）売掛金 93,756 93,756 － 

（３）投資有価証券 4,256 4,256 － 

（４）デリバティブ（※１） 1,064 1,064 － 

資産 計 99,096 99,096 － 

（１）買掛金 45,330 45,330 － 

（２）未払金 88,275 88,275 － 

（３）関係会社短期借入金 7,051 7,051 － 

（４）長期借入金 4,000 3,973 △27 

（５）デリバティブ（※１） 478 478 － 

負債 計 145,135 145,107 △27 

（※１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注）１.金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

資産 

現金及び預金、並びに（１）受取手形、（２）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（３）投資有価証券 

これらの時価について、上場株式はその取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取

引金融機関から提示された価格によっております。 
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負債 

（１）買掛金、（２）未払金、（３）関係会社短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（４）1年内返済予定の長期借入金 

長期借入金の時価について、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、変動金利によるものは、短期間で市

場金利が反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

（注）２. 市場価格のない株式等 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 1,188 

組合出資金 49 

関係会社株式 19,824 

   これらについては、「（２）金融商品の時価等に関する事項」の表に含めておりません。 

 

（注）３. 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

                 （単位：百万円） 

項目 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

受取手形 20 － － － 

売掛金 93,756 － － － 

合計 93,776 － － － 

 

賃貸等不動産に関する注記 

当事業年度末における賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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収益認識に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社は飲料の製造・販売事業を営んでおり、顧客から生じる収益は以下の通りであります。 

 

 （単位：百万円） 

区分 金額 

売上高  

一時点で移転される財又はサービス 847,113 

一定期間にわたり移転される財又はサービス ― 

顧客との契約から生じる収益 847,113 

その他の収益 ― 

外部顧客への売上高 847,113 

 

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」４．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

（３）当事業年度末及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

①契約資産及び契約負債の残高等 

  （単位：百万円） 

 期首残高 

（2025 年１月１日） 

期末残高 

（2025 年 12 月 31 日） 

顧客との契約から生じた債権   

受取手形 19 20 

売掛金 86,336 93,756 

  合計 86,355 93,776 

契約負債   

（流動負債）その他 1,424 1,372 

（注）契約負債はポイント制度によるものであります。将来顧客が行使することが見込まれるポ
イントを履行義務として認識して契約負債に計上しており、ポイントが利用された時点で
収益として認識しております。当事業年度に認識した収益のうち期首現在の契約負債残高
に含まれていたものは、1,424百万円であります。また、当事業年度において、過去の期
間に充足した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。 
 

②残存履行義務に配分した取引価格 

個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に関する情報の記載を省略し

ております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社 

属性 
会社等の

名称 

議決権の

所有 

（被所

有） 

割合

（％） 

事業の 

内容 

関係内容 

取引の内

容 

取引金額 

（百万

円） 

科目 

期末残高 

（百万

円） 

役員

の兼

任等 

事業上の

関係 

親会社 

コカ･コーラ 

ボトラーズジ

ャパンホール

ディングス㈱ 

（被所

有） 

直接 

100.0 

持株会社 
兼任 

２名 

資金の 

借入 

資金の 

借入 
―  

関係会社 

短期借入金 
7,051 

不動産 

賃借料 

不動産 

賃借料 
4,980 未払金 ― 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

コカ･コーラ ボトラーズジャパンホールディングス株式会社との取引条件 

借入金利率その他の条件については、市中金利水準を参考にして都度個別に交渉の上、決定しており

ます。 

また、不動産賃借料については、不動産賃貸に伴うものであり、一定の合理的な基準に基づき決定し

ております。 

 

（２）子会社 

属性 
会社等の 

名称 

議決権の 

所有 

（被所

有） 

割合

（％） 

事業の 

内容 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万

円） 

科目 

期末残高 

（百万

円） 

役員

の兼

任等 

事業上の

関係 

子会社 

コカ・コ

ーラボト

ラーズジ

ャパンベ

ンディン

グ㈱ 

（所有） 

直接 

100.0 

自動販売

機のオペ

レーショ

ン 

― 

配送オペ

レーショ

ン業務委

託 

配送オペレ

ーション業

務委託料 

53,361 未払金 13,999 

従業員の

出向 

出向者給与

の受取 
26,573 未収入金 6,088 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

コカ・コーラボトラーズジャパンベンディング株式会社との取引条件 

配送オペレーション業務委託料については、一定の合理的な基準に基づき決定しております。 

また、出向者給与の受取額については、出向者に係る人件費相当額を基礎として決定しておりま

す。  



 14 

 

（３）兄弟会社等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権の 

所有 

（被所

有） 

割合

（％） 

事業の 

内容 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万

円） 

科目 

期末残高 

（百万

円） 

役員

の兼

任等 

事業上の

関係 

その他の

関係会社

の子会社 

日本 

コカ･ 

コーラ㈱ 

（被所

有） 

間接 

16.66 

清涼飲料

の 

製造販売 

― 

原液等仕

入、販売

促進リベ

ート等収

入 

販売促進 

リベート等

収入 

116,081 未収入金 13,423 

原液等仕入 323,542 買掛金 20,081 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

当社は、日本コカ･コーラ株式会社、ザ コカ･コーラ カンパニーおよびコカ･コーラ ボトラーズジ

ャパンホールディングス株式会社との間で、委任許可契約を締結し、当社はコカ･コーラ ボトラー

ズジャパンホールディングス株式会社からボトラー事業を受任しております。 

 

（４）親会社の役員が他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有している場合におけ

る当該会社 

属性 
会社等の 

名称 

議決権の 

所有 

（被所

有） 

割合

（％） 

事業の 

内容 

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万

円） 

科目 
期末残高 

（百万円） 

役員

の兼

任等 

事業上の

関係 

親会社の

役員が他

の会社等

の議決権

の過半数

を自己の

計算にお

いて所有

している

場合にお

ける当該

会社 

みちのく

コカ・コ

ーラボト

リング㈱ 

― 

清涼飲料

の製造･販

売 

― 

清涼飲料

の販売・

仕入等 

清涼飲料の

販売 
4,418 売掛金 337 

清涼飲料の

仕入 
501 買掛金 12 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

みちのくコカ・コーラボトリング株式会社との取引条件 

市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引と同様に決

定しております。 

 



減損損失に関する注記 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 地域 種類 
減損損失 

（百万円） 

事業用資産 

南東北 

関東 

甲信越 

中部 

近畿 

中国 

四国 

九州 

土地 3,967 

建物 4,305 

構築物 722 

機械及び装置 9,949 

車両及び運搬具 6 

販売機器 28,139 

遊休資産 

関東、中

国、近畿 
等 

土地 46 

建物 88 

構築物 6 

機械及び装置 1,431 

工具器具及び備品 6 

ソフトウェア 107 

当社は、事業用資産をベンディング事業、OTC 事業、およびフードサービス事業の３つの

報告セグメント単位でグルーピングしております。また、賃貸資産および遊休資産について

は、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減損の兆候を判定しております。 

当事業年度においては、ベンディング事業における事業用資産について、資産が減損して

いる可能性を示す兆候が把握されたため、減損テストを実施しました。この結果、同事業の

資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

また、遊休資産のうち対象拠点の土地、建物および構築物について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

なお、事業用資産および遊休資産の回収可能価額は不動産鑑定評価等に基づいて算定して

おります。 

 

 

１株当たりの情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額                3,113円10銭 

（２）１株当たり当期純利益                   △199円 60銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純利益 △25,325百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 

普通株式に係る当期純利益 △25,325百万円 

普通株式の期中平均株式数 126,875,749株 

 
重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

以上 


	貸借対照表
	損益計算書
	株主資本等変動計算書
	個 別 注 記 表
	重要な会計方針に係る事項に関する注記
	１．資産の評価基準および評価方法
	２．固定資産の減価償却の方法
	３．引当金の計上基準
	４．収益及び費用の計上基準
	５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

	会計方針の変更に関する注記
	会計上の見積りに関する注記
	（１）固定資産の耐用年数および減損
	（２）繰延税金資産の回収可能性
	（３）確定給付制度に係る債務の測定

	貸借対照表に関する注記
	損益計算書に関する注記
	株主資本等変動計算書に関する注記
	１．当事業年度の末日における発行済株式の数
	２．配当に関する事項

	税効果会計に関する注記
	１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
	２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
	３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

	金融商品に関する注記
	（１）金融商品の状況に関する事項
	（２）金融商品の時価等に関する事項

	賃貸等不動産に関する注記
	収益認識に関する注記
	（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
	（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
	（３）当事業年度末及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

	関連当事者との取引に関する注記
	（１）親会社
	（２）子会社
	（３）兄弟会社等
	（４）親会社の役員が他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有している場合における当該会社

	減損損失に関する注記
	１株当たりの情報に関する注記
	重要な後発事象に関する注記


